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2.4 建設産業の経営財務分析 

はじめに 

 東日本大震災からの復旧・復興需要、東京オリンピック・パラリンピック関連投資、「防災・

減災、国土強靭化のための 3 か年緊急対策」等によって政府建設投資が増加したこと及びリー

マンショック後民間建設投資が緩やかな回復基調に乗ったことにより、建設投資は、2010 年

度を底に回復に転じた。 
しかし、2019 年度末からの新型コロナウイルス感染拡大による経済への影響が建設業界に

も波及し、政府建設投資こそ底堅く推移しているものの、民間建設投資は縮小が懸念される。 
2.4.1 では 2010～2020 年度を対象に主要建設会社 40 社の決算を分析し、2.4.2 では国内金

融機関の貸出動向等を分析し、建設企業を取り巻く経営環境の現状について考察する。 

2.4.1 主要建設会社 40 社の決算分析 

本項では、2010～2020 年度の年度末及び第 2 四半期の決算データを用い、以下の分析対象

会社の決算内容を分析した1。なお、分析対象会社の一部は 12 月期決算を採用している。 

(1)  分析対象会社 

 分析対象会社は、全国的に事業展開している総合建設会社のうち以下の要件に該当し、過去

3 か年（2017～2019 年度）の連結売上高平均が上位の 40 社とした2。 
 
①建築一式・土木一式の売上高が恒常的に 5 割を超えていること 
②会社更生法、民事再生法等の倒産関連法規の適用を受けていないこと 
③決算関係の開示情報が限定されていないこと 
  

 
1 一部の分析項目については、開示が限定されている会社もあるため、対象会社が 40 社に満たないものがあ

る。分析は、連結数値（不明な会社については単体数値）を採用している。ただし、受注高については、単

体数値（不明な会社については連結数値）を採用している。 
2 2013 年度期初に合併した安藤・間について、合併以前の 2010～2012 年度の数値は、間組と安藤建設の数

値を単純合算して集計している。 
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（階層分類） 
抽出した 40 社を、過去 3 年間の連結売上高規模別に、図表 2-4-1 のとおり「大手」「準大手」

「中堅」の 3 つの階層に分類した。 

図表2-4-1 連結売上高規模別階層分類 

 
（注）竹中工務店、福田組：12 月期決算 
  

単位：億円 単位：億円

階層 企業名 売上高 階層 企業名 売上高

大林組 20,045 鉄建建設 1,787

鹿島建設 19,385 東亜建設工業 1,750

大成建設 16,626 福田組 1,746

清水建設 16,276 東洋建設 1,704

竹中工務店 13,339 大豊建設 1,544

長谷工コーポレーション 8,501 浅沼組 1,402

五洋建設 5,476 東鉄工業 1,373

戸田建設 4,860 飛島建設 1,316

前田建設工業 4,826 銭高組 1,290

三井住友建設 4,462 ナカノフドー建設 1,129

熊谷組 3,997 ピーエス三菱 1,103

安藤・間 3,717 新日本建設 1,037

西松建設 3,418 若築建設 1,000

東急建設 3,248 松井建設 931

高松コンストラクショングループ 2,591 名工建設 927

奥村組 2,237 矢作建設工業 915

大本組 864

北野建設 746

不動テトラ 670

大末建設 610

徳倉建設 535

第一建設工業 495

植木組 474

南海辰村建設 416

大手
（5社）

中堅
（24社）

準大手
（11社）
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(2)  売上高（連結） 

図表 2-4-2～2-4-5 は、40 社総計及び階層別の売上高の推移を示している。 
40 社総計の売上高は、東日本大震災からの復旧・復興需要を背景に、2012～2015 年度は前

年度比 5～7%の増加率で推移してきた。その後、2016 年度は微減に転じたものの、2017 年度

以降は東京オリンピック・パラリンピック関連投資、「防災・減災、国土強靭化のための 3 か

年緊急対策」等により、再び増加に転じている。 
2019 年度は、前年度比 2.8%増の 16.5 兆円となり、直近 10 年間で最も高い水準となった。

階層別にみても、全階層ともに直近 10 年間で最も高い水準となっており、建設需要の堅調な

推移を表している。 
しかし、2020 年度第 2 四半期は、新型コロナウイルス感染拡大の影響による建築部門の不

振等により、前年同期比△8.7%の 7.0 兆円となった。 

図表2-4-2 売上高の推移（総計） 
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図表2-4-3 売上高の推移（大手） 

 

図表2-4-4 売上高の推移（準大手） 

 

図表2-4-5 売上高の推移（中堅） 
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(3)  売上総利益（連結） 

図表 2-4-6～2-4-9 は、40 社総計及び階層別の売上総利益と売上高総利益率の推移を示して

いる。 
リーマンショック後の需要低迷期に受注した工事の採算悪化が表面化してきたこと、関東以

東を中心とした労務の逼迫等により、2011 年度には 40 社総計の売上総利益、売上高総利益率

はともに減少し、2012 年度は 2010 年度以降で最低水準となった。しかし、2013 年度以降は

状況が一変し、売上高の増加とともに需要低迷期の不採算工事の影響を脱し、また、選別受注

による受注時採算の向上等により、売上総利益は 2017 年度まで増加が続いた。 
2017 年度以降はほぼ横ばいの状況が続き、2019 年度は前年度比 1.3%増の 2.1 兆円となり、

高い水準を維持している。 
2020 年度第 2 四半期は、売上高の減少により、売上総利益は前年同期比△10.0%の 0.9 兆円

となった。 

図表2-4-6 売上総利益と売上高総利益率の推移（総計） 
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図表2-4-7 売上総利益と売上高総利益率の推移（大手） 

 

図表2-4-8 売上総利益と売上高総利益率の推移（準大手） 

 

図表2-4-9 売上総利益と売上高総利益率の推移（中堅） 
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(4)  営業利益（連結） 

図表 2-4-10～2-4-13 は、40 社の総計及び階層別の営業利益と売上高営業利益率の推移を示

している。 
2012年度の 40社総計の営業利益は、売上総利益の減少により営業赤字に転落した「準大手」

の影響が大きく、直近 10 年では最も低い水準となった。2013～2017 年度は、売上総利益の増

加により、全階層で営業利益、営業利益率ともに改善傾向が続いた。 
2018 年度以降は微減に転じたものの高水準を維持し、2019 年度は前年度比△1.5%の 1.1 兆

円となった。 
 しかし、2020 年度第 2 四半期は、販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は前年同

期比△20.1%の 0.4 兆円となった。販売費及び一般管理費の増加の原因は、新型コロナウイル

スの感染防止対策等に伴うコストが増加したためと考えられる。 

図表2-4-10 営業利益と売上高営業利益率の推移（総計） 
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図表2-4-11 営業利益と売上高営業利益率の推移（大手） 

 

図表2-4-12 営業利益と売上高営業利益率の推移（準大手） 

 

図表2-4-13 営業利益と売上高営業利益率の推移（中堅） 
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(5)  受注高（単体） 

図表 2-4-14～2-4-17 は、40 社の総計及び階層別の受注高の推移を示している。 
2011～2014 年度の 40 社総計の受注高は、東日本大震災からの復旧・復興需要や国内民間建

築需要の高まり、緊急経済対策による公共工事の増加等を背景に、増加傾向を維持し、2014 年

度の受注高は 13.0 兆円に達した。2015 年度は一旦減少に転じたが、2016～2018 年度は再び

増加に転じ、2018 年度は 14.2 兆円と直近 10 年間では最も高い水準となった。 
2019 年度は、民間建築工事の受注が大幅に減少したため、12.7 兆円（前年度比△10.4%）と

なり、減少に転じた。 
2020 年度第 2 四半期は、新型コロナウイルス感染拡大による影響を受けて、民間建築工事

の受注が大幅に減少したため、2012 年度第 2 四半期と同程度の水準となる 4.4 兆円（前年同

期比△14.4%）にまで落ち込み、前年同期比で 4 期連続減少した。 

図表2-4-14 受注高の推移（総計） 
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図表2-4-15 受注高の推移（大手） 

 

図表2-4-16 受注高の推移（準大手） 

 

図表2-4-17 受注高の推移（中堅） 
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2.4.2 建設業の資金動向分析 

本項では、国内金融機関（都市銀行、地方銀行、第二地方銀行及び信用金庫）の貸出動向等

を分析し、地域建設業の資金繰りの現状について考察する。また、東日本大震災の被災地域に

おける建設業の資金繰りの現状についてスポットを当てる。 

(1)  貸出動向全般の状況 

図表 2-4-18 は、国内銀行と信用金庫を合計した金融機関の全産業に対する半期毎の貸出金

残高（以下本項において、全産業に対する貸出金残高の合計を「貸出金残高総額」という。）の

推移を示したものである。2011 年 9 月の約 479 兆円から増加を続けており、2014 年 3 月には

500 兆円を突破した後も、毎年 10 兆円を超える増加が続き、2020 年 9 月には約 614 兆円とな

っている。 

図表2-4-18 残貸出金高総額の推移 

 
（出典）日本銀行「貸出先別貸出金」を基に当研究所にて作成 

図表 2-4-19 は主要産業別貸出金残高の推移を示したものである。不動産業は継続して増加
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業も、2013 年 9 月以降は横ばいで推移し小幅な範囲での増減となっていたが、2020 年 9 月 2
兆円以上の増加となった。これらは、新型コロナウイルス感染拡大により全産業的に経営が悪

化する企業が増え、金融機関の特別貸付及び特別利子補給制度等を利用して、実質無担保での

借入が行われた結果と考えられる。 
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図表2-4-19 主要産業別貸出金残高の推移 

 
（出典）日本銀行「貸出先別貸出金」を基に当研究所にて作成 

図表 2-4-20 は、建設業に対する貸出金残高及びその一部である設備資金の推移を表してい

る。貸出金残高は、2005 年 3 月末には約 24 兆円であったが、2014 年 3 月末には約 16 兆円に

まで減少し、その後は 2020 年 3 月にかけて概ね横ばいで推移してきた。 
我が国の建設投資額は 1992 年度の約 84 兆円をピークに 1997 年度以降急激に減少し、2000

年代後半にはピーク時の半分程度となる 40 兆円台前半にまで落ち込んだことから、受注量の

減少に伴う運転資金需要の減少や経営環境の悪化や中期的展望が見通せないことから来る設

備投資の抑制による設備資金需要の減少が、建設業に対する貸出金残高の長期的な減少に繋が

ってきたと推測される。 
その後、東日本大震災の復旧・復興事業や緊急経済対策等による政府建設投資の増加に加え、

民間建設投資の緩やかな回復もあり、近年の建設投資額は 60 兆円を超える水準に回復してい

る。 
建設業に対する貸出金残高のうち、設備資金についてみると、2013 年 3 月を底に増加へ転

じ、2020 年 3 月末まで増加傾向が続いた。近年の堅調な建設投資により利益水準が改善して

いることに加え、東京オリンピック・パラリンピック、リニア中央新幹線などの大型プロジェ

クトが進行するなど、将来の建設需要に備え設備投資を進めた結果と推測される。 
2020 年 9 月には、しばらく横ばいであった建設業に対する貸出金残高総額は 2 兆円以上増

加したが、増加傾向にあった設備資金は減少に転じている。これは前述の通り、新型コロナウ

イルス感染拡大により経営が悪化した企業の資金繰り需要が増大する一方、先行きへの不安か

ら、設備投資意欲が弱まっている結果と推測される。 
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図表2-4-20 建設業貸出金残高の推移 

 
（出典）日本銀行「貸出先別貸出金」を基に当研究所にて作成 

(2)  地域別貸出金残高の推移（建設業） 

名目建設投資額は 2010 年度の約 41.9 兆円を底に、建設投資は緩やかな回復基調にあり、

2020 年度は減少に転じたものの、60 兆円を上回る水準となる見通しである。本節では、各地

域の建設業に対する貸出金残高の推移をみるとともに、地域の傾向や特徴等について調査を行

った。 
建設業に対する地域別貸出残高の既存の統計は無いため、各金融機関が開示するディスクロ

ージャー誌などから独自に集計を行った。対象とする金融機関は、2010 年 3 月から 2020 年 3
月末までの期間に建設業に対する貸出金残高（又は貸出比率）を継続的に公表している金融機

関3（地方銀行 64 行、第二地方銀行 37 行、信用金庫 234 庫、合計 335 機関）である。ただし、

全国に支店を構える都市銀行については、貸出先を地域別かつ業種別に分けることが困難であ

ることから、調査の対象から除外している。そのため、都市銀行との取引を主要とする全国展

開のゼネコンではなく、地域に根ざした建設業に対する貸出金残高の推移を示しているといえ

る。また、金融機関によっては貸出先が複数の地域に跨っていることもあるが、利用できる資

料の性格上、地域別の金額配分ができないため、原則として各金融機関の本店が所属する地域

に計上している。 
  

 
3 合併銀行については、合併以前の銀行と数値を単純合計している。 
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図表 2-4-21 は、このような条件の下で集計した貸出金残高総額、建設業に対する貸出金残

高及び貸出金残高総額に占める建設業に対する貸出金残高の割合（以下「貸出比率」という。）

の推移を示している。貸出金総額は 2020 年 3 月末で約 344 兆円となっており、2010 年 3 月

末以降増加傾向が続いている。一方、建設業に対する貸出金残高は減少傾向が続いていたが、

2014 年 3 月末を底に増加に転じ、2020 年 3 月末には約 13.8 兆円となっている。貸出比率は

低下傾向にあり、2020 年 3 月末で 4.0%である。 

図表2-4-21 貸出金残高総額、建設業に対する貸出金残高、貸出比率の推移（全国） 

 
（出典）各金融機関ディスクロージャー誌などを基に当研究所にて作成 

  

（全国）

（単位：億円）

貸出金残高 貸出比率

2010.3 2,634,141 145,588 5.5%

2011.3 2,659,891 138,587 5.2%

2012.3 2,707,105 135,145 5.0%

2013.3 2,770,157 130,759 4.7%

2014.3 2,842,465 128,694 4.5%

2015.3 2,934,874 129,422 4.4%

2016.3 3,029,545 130,099 4.3%

2017.3 3,139,792 131,665 4.2%

2018.3 3,251,482 134,426 4.1%

2019.3 3,348,162 136,699 4.1%

2020.3 3,436,936 138,115 4.0%
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図表 2-4-22 は、図表 2-4-21 を地域別4に分解したものである5。地域別の推移を見ると、貸

出金総額は全ての地域で増加傾向を示している。一方、建設業に対する貸出金残高については、

多くの地域で 2014 年 3 月末を底に増加に転じているものの「北海道」では減少傾向が続いて

おり、2020 年 3 月末には「東北」「関東」でも減少している。 

図表2-4-22 貸出金残高総額と建設業に対する貸出金残高の動向（地域別） 

 
 

 

 
4 「関東」は神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、新潟県及び長野県、「北陸」は

富山県、石川県及び福井県、「東海」は愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県がそれぞれ含まれる。 
5 「関東」「東京」「近畿」などの大都市圏における地元建設企業では、都市銀行から借り入れしている割合

がその他の地域に比べ高いことから、実態と乖離している可能性がある点に注意が必要である。 
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貸出金残高 貸出比率

2010.3 111,941 6,759 6.0%
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2012.3 115,257 6,048 5.2%
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2014.3 117,608 5,826 5.0%
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2016.3 121,086 5,338 4.4%
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2010.3 194,137 10,569 5.4%
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2012.3 204,776 10,000 4.9%
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（関東）

（単位：億円）

貸出金残高 貸出比率

2010.3 680,521 35,714 5.2%

2011.3 684,735 33,128 4.8%

2012.3 701,867 33,124 4.7%

2013.3 722,778 32,288 4.5%

2014.3 740,255 32,063 4.3%

2015.3 764,711 32,262 4.2%

2016.3 787,047 32,520 4.1%

2017.3 814,699 32,698 4.0%

2018.3 842,410 33,212 3.9%

2019.3 868,952 34,302 3.9%

2020.3 890,554 34,168 3.8%

年.月 貸出金残高総額
建設業(貸出金残高)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

貸出金残高総額 建設業(貸出金残高)

（貸出金残高総額：億円）（建設業：億円）

年（3月末）
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貸出金残高 貸出比率

2010.3 159,694 11,140 7.0%

2011.3 159,256 10,803 6.8%

2012.3 159,855 10,583 6.6%

2013.3 160,481 10,118 6.3%

2014.3 163,265 9,909 6.1%

2015.3 166,830 10,047 6.0%
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貸出金残高 貸出比率

2010.3 108,847 6,824 6.3%

2011.3 109,362 6,412 5.9%

2012.3 109,916 6,143 5.6%

2013.3 111,152 5,691 5.1%
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（東海）

（単位：億円）

貸出金残高 貸出比率

2010.3 377,604 23,196 6.1%

2011.3 387,280 23,034 5.9%

2012.3 396,216 22,662 5.7%

2013.3 407,935 21,892 5.4%

2014.3 418,752 20,998 5.0%

2015.3 430,845 20,672 4.8%

2016.3 442,742 20,322 4.6%

2017.3 455,810 20,453 4.5%

2018.3 468,857 20,448 4.4%

2019.3 476,958 20,416 4.3%

2020.3 486,247 20,555 4.2%
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貸出金残高 貸出比率

2010.3 360,216 20,244 5.6%

2011.3 361,701 19,438 5.4%

2012.3 364,159 18,726 5.1%

2013.3 369,652 17,890 4.8%
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（単位：億円）

貸出金残高 貸出比率

2010.3 200,972 10,178 5.1%

2011.3 201,977 9,613 4.8%

2012.3 198,428 8,846 4.5%

2013.3 202,393 8,424 4.2%
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（出典）各金融機関ディスクロージャー誌などを基に当研究所にて作成 

  

（四国）

（単位：億円）

貸出金残高 貸出比率

2010.3 139,126 6,537 4.7%

2011.3 139,529 6,058 4.3%

2012.3 140,860 5,786 4.1%

2013.3 142,998 5,667 4.0%

2014.3 146,192 5,471 3.7%

2015.3 150,695 5,533 3.7%

2016.3 154,144 5,600 3.6%

2017.3 158,881 5,535 3.5%

2018.3 165,022 5,735 3.5%

2019.3 170,954 5,825 3.4%

2020.3 175,948 6,024 3.4%
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おわりに 

2019 年度決算については、売上高が前年度比 2.8%増の 16.5 兆円となり、直近 10 年間で最

も高い水準となった。一方、受注高は、民間建築工事の受注が大幅に減少したため、前年度比

△10.4%の 12.7 兆円となった。利益面では、売上総利益こそ前年度比 1.3%増の 2.1 兆円とな

ったが、営業利益が前年度比△1.5%の 1.1 兆円となり、高水準を維持しつつも、利益上昇から

停滞に局面が移行したことが明らかになった。 
2020 年度第 2 四半期決算については、新型コロナウイルス感染拡大の影響による建築部門

の不振等により、売上高は前年同期比△8.7%の 7.0 兆円となった。また、受注高は、2012 年

度第 2 四半期と同程度の水準となる 4.4 兆円（前年同期比△14.4%）にまで落ち込んだ。利益

面では、売上総利益が前年同期比△10.0%の 0.9 兆円、営業利益が営前年同期比△20.1%の 0.4
兆円となり、売上高の減少に対して費用を削減しきれず、これまでと同様には利益を計上でき

ない状況がみられた。 
建設業に対する貸出金残高については、東日本大震災以降、横ばい傾向を示していたが、2020

年 9 月には、新型コロナウイルス感染拡大により経営が悪化し、又は経営の不透明化に備え手

元流動性を高めておきたい企業の資金繰り需要に応じる形で、大幅に増加した。 
近年、建設業は、建設投資額が回復基調にある中で、経営環境が好転していたことから前向

きな投資に力を入れており、建設業に対する設備資金の貸出金残高は 2013 年 9 月以降増加が

続いていたが、2020 年 9 月は減少に転じており、新型コロナウイルスによる先行きの不安か

ら、設備投資意欲が弱まっていると推察される。 
建設企業の経営環境はコロナ禍の下、厳しい状況にあるものの、金融機関は建設企業の資金

繰り需要に対応している。しかし、先行き不透明感を増す中で、建設業は、財務面での経営基

盤の強化と今後の環境の変化に柔軟に対応できる体制づくりが必要とされている。 


